
議案第７６号 

 

   北名古屋市子ども・子育て会議条例の制定について 

 

 北名古屋市子ども・子育て会議条例を別紙のとおり定めるものとする。 

 

  平成２５年８月２７日提出 

 

              北名古屋市長 長 瀬  保 

 

 

   提案理由 

 

 この案を提出するのは、子ども・子育て支援法の施行に伴い、子ども・

子育て支援に関する施策の推進及び実施状況について調査審議する北名古

屋市子ども・子育て会議を設置するため、本条例を定める必要があるから

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



北名古屋市子ども・子育て会議条例 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」と

いう。）第７７条第１項の規定に基づき、同項の合議制の機関として、北

名古屋市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を

置く。 

（所掌事項） 

第２条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事項を処理する。 

⑴ 法第７７条第１項各号に規定する事項 

⑵ 前号に掲げるもののほか、本市の子ども・子育て支援施策に関する

重要事項その他市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員２５人以内で組織する。 

２ 子ども・子育て会議の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す

る。 

⑴ 法第６条第２項に規定する保護者 

⑵ 事業主を代表する者 

⑶ 労働者を代表する者 

⑷ 子ども・子育て支援（法第７条第１項に規定する子ども・子育て支

援をいう。以下同じ。）に関する事業に従事する者 

⑸ 子ども・子育て支援に学識経験のある者 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 



３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名

する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議は、必要に応じ会長が招集し、議長と

なる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

４ 会議において必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、若し

くはその意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（苦情解決の処理） 

第７条 児童福祉施設（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条

第１項に規定する児童福祉施設をいう。）に対する保護者等からの苦情

及び相談に関する事項について対応するため、委員において各児童福祉

施設を分担し、別に市長が定めるところにより苦情解決の処理にあたる。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉部において処理する。 

（雑則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し

必要な事項は、会長が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。 

 （北名古屋市児童福祉事業運営協議会設置条例及び北名古屋市次世代育

成支援対策地域協議会条例の廃止） 

２ 北名古屋市児童福祉事業運営協議会設置条例（平成１８年北名古屋市

条例第９７号）及び北名古屋市次世代育成支援対策地域協議会条例（平

成１８年北名古屋市条例第１６３号）は、廃止する。 

（任期の特例） 

３ この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第４条第１



項の規定にかかわらず、平成２７年３月３１日までとする。 

（北名古屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部改正） 

４ 北名古屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例（平成１８年北名古屋市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。   

別表中 

 「 

児童福祉事業運営協議会委員  日額 ６，０００円 

次世代育成支援対策地域協議会委員  日額 ６，０００円 

」を 

 「 

子ども・子育て会議委員 日額 ６，０００円 

」に 

改める。 


